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Ⅰ 基 礎 状 況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 性別・年齢階級別大阪府の人口 

    

資料出所：総務省「平成 22 年国勢調査 第１次基本集計結果」 
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 大阪府の人口は約 88６万６千人で、女性は約45８万人、男性は約 42８万人６千です。65

歳未満では女性約３４３万人、男性約 3３８万４千人ですが、６５歳以上では女性約１１１万人

に対し男性約８５万３千人となっています（下記図1 参照）。 

大阪府の外国人の人口は約１６万５千人で、その5３.６％が女性です。（P１３６表１参照） 

大阪府の世帯数は約３８２万３千世帯で、その５７.２％が核家族世帯、３５.８％が単独世帯で

す。（P１３６図２参照） また、高齢者単独世帯の女性は約２９万４千人、男性は約１３万９千

人となっています。（P１３７図３参照） 

 大阪府における女性の有業者数は約 1８５万２千人、男性は約２４５万９千人であり、そのう

ちパート、アルバイト、派遣社員の占める割合は、女性では４割強となっているのに対し、男性

では約 1 割となっています。（P１３７図４参照） 
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表１ 性別・国籍別外国人人口(大阪府) 
                 

 女性(人) 男性(人) 計(人) 

韓国・朝鮮 49,526 40,980 90,506 

中国 17,104 12,510 29,614 

フィリピン 2,887 740 3,627 

ブラジル 770 969 1,739 

アメリカ 623 1,136 1,759 

べトナム 774 1,181 1,955 

タイ 847 253 1,100 

ペルー 314 423 737 

インドネシア 227 542 769 

イギリス 101 348 449 

その他 15,186 17,263 32,449 

計 
88,359 76,345 164,704 

(53.6%) (46.4%) (100.0%) 

 

資料出所：総務省「平成 22 年国勢調査 第１次基本集計結果」 

 
 

図２ 世帯の家族類型別一般世帯数(大阪府) 

資料出所：総務省「平成 22 年国勢調査 第１次基本集計結果」 

 

注）一般世帯は、親族世帯、非親族世帯、単独世帯に区分される。 

親族世帯は、核家族世帯その他の親族世帯に区分される。 

母子世帯(父子世帯)とは、核家族世帯のうち、未婚、死別又は離別の女親(男親)と未婚の 20 歳未 

満の子どものみからなる世帯をいう。 
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図４  性別、従業上の地位、雇用形態別有業者数(大阪府) 

 

資料出所：総務省「就業構造基本調査」(平成 24 年) 
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Ⅱ 施策の基本的方向と現状 

 

１ 男女共同参画による社会の活性化 

（１）政策・方針決定過程への女性委員の参画促進 

   

   

（ⅰ）大阪府における審議会等委員への女性の登用割合 

大阪府における審議会等における委員の総数は、平成２７年４月１日現在で３，４１２人であり、

そのうち女性は１，０１８人で、女性委員の占める割合は、２９．８％である。（法令等により職

務の要件が指定され、選任に当たり、知事に選択の余地がない委員等(職務指定委員)を除く。また、

委員の任期が、２年未満又は「一定期間内で知事の定める期間」とされている場合において当該期

間が２年未満の審議会等は、登用率算定の対象から除外している。）〔図１‐１-１〕 

 

図１－１－１ 審議会等における女性委員の登用状況の推移(大阪府 国) 

資料出所：内閣府調べ（各年 9 月 30 日現在） 

大阪府男女参画・府民協働課調べ（各年 4 月 1 日現在） 

 

（ⅱ）府内市町村における審議会等委員への女性の登用割合 

府内市町村の審議会等における女性委員の登用状況は、平成２８年４月１日現在で、市平均 

３０．０％、町村平均２５．２％、市町村平均２９．６％である。〔図１‐１-２〕 

図１－１－２  審議会等における女性委員の登用状況の推移(府内市町村) 

資料出所：大阪府男女参画・府民協働課調べ（各年 4 月 1日現在） 
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（ⅲ）各種委員会委員への女性の登用割合 

大阪府における地方自治法第１８０条の５に基づき設置されている各種委員会の委員総数

は、平成２８年４月１日現在で８２人であり、そのうち女性は１５人で、女性委員の占める

割合は、１８．３％である。市町村平均は昨年度並みで推移しており、平成２８年４月 1 日

現在で、１３．７％である。〔図１‐１-３〕 

 

図１－１－３  各種委員会における女性委員の登用状況の推移(大阪府 府内市町村) 

資料出所：大阪府男女参画・府民協働課調べ(各年 4月 1日現在) 

  

 

 

（ⅰ）女性職員・役職者比率 

大阪府の一般行政部門（学校・警察を除く、知事部局・議会事務局・行政委員会事務局）

における女性職員の比率は、平成２８年４月１日現在で、全職種・全職員では３１．１％、

主査級以上の役職者では２０．６％である。うち、行政職では、全職員で３１．５％、主査

級以上の役職者で１９．０％である。〔図１‐１‐４〕 

 

図１―１－４ 大阪府における知事部局の女性職員・役職者比率の推移  

 
 資料出所：大阪府人事局調べ(～Ｈ22 は 5月 1日現在、Ｈ23～27 は４月１７日現在、H28 は４月１日現在 

(注)役職者は、主査(係長)級以上の職員。平成 18 年度の全職種で女性割合が大きく減少しているのは、 

独立行政法人化に伴い病院職員を除外したためである。なお、H26 までは知事部局、H27 は一般行政部門の比率。 
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（ⅱ）採用者 

平成２８年４月１日の大阪府の職員採用者(一般行政職)に占める女性の割合は、大学卒程度で

は、６３．１％、高校卒程度は４７．９％である。〔図１‐１‐５〕 

 

図１―１－５ 大阪府職員(一般行政職)採用者に占める女性割合の推移 

     
資料出所：大阪府人事局調べ（H24 からは大学卒程度は「22－25」、高校卒程度は「18－21」による採用者で計上） 

（注）各年度４月１日採用における数値。 

    ※H22 は、高校卒程度の採用者が男性 1名のみであったため、女性割合が 0％となった。 

  

  

平成２７年４月１日現在での大阪府議会における女性議員の割合は、６．７％であり、市議会

における女性議員割合の平均は、１９．８％、町村議会における女性議員割合の平均は１９．５％

である。〔図１‐１‐６〕 

図１－１－６  地方議会における女性議員の割合の推移(大阪府 全国) 

 
 

資料出所：府議会、府内の市・町村議会は、大阪府男女参画・府民協働課調べ 

(H13 は 6 月 1 日現在、H14 からは 4月 1日現在)  

都道府県議会、全国の市・町村議会は、H13 は内閣府「女性の政策決定参画状況調べ」(12 月現在)、 

H14 からは総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」 
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□高校卒程度 

◆大学卒程度 



 

- 141 - 

 

 

 

 

平成２８年４月１日現在での民生委員・児童委員における女性の割合は、６３．２％と半数以

上を占めている。一方、民生委員・児童委員協議会の会長における女性の割合は、２５．０％と

少ない状況となっている。〔図１‐１‐７〕 

 

図１－１－７  大阪府内の民生委員・児童委員数 

 

【民生委員・児童委員数】  【民生委員・児童委員協議会の会長数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料出所：大阪府地域福祉推進室調べ(H28.4.1 現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 団体等における女性の状況 

男性 

60人 

(75.0%) 

女性 

20人 

(25.0%) 

男性 

4,842人 

(36.8%) 

女性 

8,298人 

(63.2%) 
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⑤ 学校における女性の登用状況 

 

平成２７年度大阪府において公立学校の教諭(助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、講師

を除く)の中で女性の占める割合は、小学校では６５．４％(大阪市立、堺市立を除く)、中学校で

は４６．９%(大阪市立、堺市立を除く)である。また、府立高等学校では３６．５％、府立特別支

援学校では５８．８％である。 

一方、校長と教頭をあわせた管理職の女性比率は、小学校では２８．５％(大阪市立、堺市立

を除く)、中学校では１０．５％(大阪市立、堺市立を除く)である。また、府立高等学校では 

８．１％、府立特別支援学校では２４．２％である。〔図１‐１‐８〕 

 

図１－１－８  学校における管理職に占める女性の登用状況(大阪府) 
 

 
 

資料出所：大阪府統計課「大阪の学校統計」(平成 27 年度) 

(注)小中学校は大阪市、堺市を除く。 管理職とは、校長と教頭の計 

 (参考) 

公立小学校(大阪市立、堺市立を含む)    教諭 65.1% 管理職 24.6% 

公立中学校(大阪市立、堺市立を含む)   教諭 47.3%  管理職  9.7% 

公立高等学校(市立を含む)        教諭 35.5%  管理職  8.6% 

公立特別支援学校(市立を含む)      教諭 59.3%  管理職 22.4% 
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（２）大阪の大都市圏の魅力や国際性を活かした男女共同参画 

 

 

大阪府外国人情報コーナーにおいて受けた外国人相談件数は、平成 27 年度で男性 775 件、女

性 918 件である。（のべ数） 

相談内容別に見ると、暮らしに関する相談が 29.5％、在留資格に関する相談が 20.5％と全体

に占める割合が高い。〔図１‐２‐１〕 

 

図１－２－１  性別･相談内容別外国人相談コーナー実績 

 
 

 
 

資料出所：大阪府国際課調べ(平成 28 年 3月末現在) 

 

 

 

 

①  在住外国人の相談状況 

※暮 ら し：年度途中で帰国する場合の各種税金の手続きに関する相談や年金加入の相談 

日本の自動車運転免許への切り替え手続きの問い合わせなど 

 

※在 留 資 格：留学生が就職・結婚等する際のビザの切り替え、母国から親族を呼び寄せる 

際のビザの手続き、永住権の申請手続きなど 

 

※医療・福祉：母語で受診可能な医療機関の情報提供、国民健康保険に関する問い合わせなど 

 

※結婚・国籍：国際結婚の手続きや産まれる子どもの戸籍・国籍に関する問い合わせ、外国 

人の母国への届出手続きに関する問い合わせなど 

 

※仕事・労働：就職先を求めるものや失業保険の給付手続きについての問い合わせなど 

 

※住 ま い：府営住宅の応募資格の確認や応募方法、留学生寮や民間住宅に関する情報の 

提供など 
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②  海外派遣実績 

 

独立行政法人国際協力機構(ＪＩＣＡ)によるＪＩＣＡボランティアの海外派遣実績について、

大阪府からは２，７７１人、うち女性は１，２３６人（４４．６％）であり、全国の女性比率（４

３．３％）より高い。〔表１‐２‐２〕 

 

表１－２－２  JICA による海外派遣実績(大阪府 全国) 

 

  大阪府   全国  

 計(人) うち女性(人) 女性比率(%) 計(人) うち女性(人) 女性比率(%) 

派遣中 １３５ ６２ ４５．９ ２，６２８ １，３８５ ５２．７ 

帰国 ２，６３６ １，１７４ ４４．５ ４６，７３４ １９，９９９ ４２．８ 

派遣実績 ２，７７１ １，２３６ ４４．６ ４９，３６２ ２１，３６２ ４３．３ 

 

資料出所：独立行政法人国際協力機構 関西国際センター（JICA 関西）報告 

(注)青年海外協力隊、シニア海外ボランティア、日系社会青年ボランティア、日系社会シニア･ボランティアの計。 

2016 年 6 月 30 日現在の人数。 
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（単位：％）
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18.0
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12.2

無回答
女性が優遇さ

れている
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ば男性が優遇さ

れている

どちらかといえ

ば女性が優遇さ

れている
平等である

男性が優遇さ

れている
わからない

２ 仕事と生活の調和の推進 

（１）男女とも仕事と生活の調和を図り、心豊かな生き方ができる環境の整備 

① 職場における男女の平等感 

  
女性では『男性優遇』（「男性が優遇されている」と「どちらかといえば男性が優遇されている」

を合わせた割合）と感じている人が、いずれの年代でも過半数を超えている。20～30 歳代を除き、

「平等である」と感じている割合は男性の方が高い。〔図２‐１‐１〕  

    
図２－１－１  職場における男女の平等感(大阪府) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 
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（ⅰ）女性の労働力 

平成２２年の大阪府における女性の労働力率(*)は、４８．１％であり、上昇はしているが依

然として全国平均より低い。〔図２‐１-２〕 

       図２－１－２ 女性の労働力率の推移(大阪府 全国) 
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資料出所：総務省「国勢調査」 

(*）労働力率：「労働力人口」(仕事をした｢就業者｣と仕事を持ちながら休んでいた｢休業者｣及び仕事

がなくて仕事を探していた｢完全失業者｣の数の計)を「１５歳以上人口（労働力状態不詳を含ま

ない）」で除し、１００をかけた値 

 

年齢階級別に見ると、２０歳代後半と４０歳代後半を山とし、３０歳代後半を谷とするＭ字型

を描く。これは、出産・子育てにあたる時期に離職する女性が多いことが原因と考えられ、わが

国の女性労働力率の特徴である。大阪府の場合は、全国と比べ、谷が深くなっている。〔図２‐１‐

３〕      

図２－１－３ 性別・年齢階級別労働力率(大阪府 全国) 

 
     資料出所：総務省「国勢調査」(平成 22 年) 
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就業者数に就業希望者数を加えた数を労働力人口で除した潜在的就業率をみると、大阪府、全

国ともに M 字の谷は浅くなることから、出産や育児等のため、仕事をやめている女性が多いこ

とがわかる。〔図２‐1‐４〕 
 

図２－１－４  年齢階級別女性の潜在的就業率(大阪府 全国) 
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資料出所：総務省｢就業構造基本調査｣(平成 24 年) 

(注)潜在的就業率＝(就業者数(年齢階級別)＋就業希望者数(年齢階級別))／15 歳以上人口(年齢階級別) 
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（ⅱ）平均勤続年数 

男女労働者の平均勤続年数を見ると、平成２７年では、大阪府男性は１３．２年、大阪府女

性では８．９年である。〔図２‐１-５〕 

図２－１－５  平均勤続年数の推移(大阪府 全国) 

 
資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 27 年） （注）短時間労働者を除く 

  

 

（ⅲ）男女の賃金格差の推移 

大阪府の男女労働者(パートタイム労働者を除く)の賃金(所定内給与額(*))を見ると、平成２７

年、男性は３５７，０００円、女性は２６７，０００円である。男性の賃金を１００とした場

合の女性の賃金は、平成２７年で７４．８であり、依然男女間で賃金格差がある。〔図２‐１-６〕 

図２－１－６  所定内給与額の推移(大阪府) 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 27 年） (注)短時間労働者を除く。 

(*）所定内給与額：労働契約などであらかじめ定められている支給条件、算定方法により支給される 

｢月間決まって支給する現金給与額｣のうち、所定労働時間を超える労働に対して支払われる 

｢超過労働給与額｣を含まないもの 
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（ⅳ）労働相談 

  男女とも「解雇・退職勧奨」、「労働契約」「職場のいじめ」が多い。〔表２‐１-７〕 

 

表２－１－７  大阪府総合労働事務所における労働相談の性別相談内容と就労状況別件数 

 

＜男女別相談内容＞ 

 

件 ( ％ ) 件 ( ％ )

1 労働契約　※１ 727 ( 12.9 ) 解雇・退職勧奨 702 ( 10.7 )

2 解雇・退職勧奨 516 ( 9.1 ) 労働契約　※１ 653 ( 9.9 ) 

3 職場のいじめ 482 ( 8.5 ) 職場のいじめ 497 ( 7.5 ) 

4 退職 458 ( 8.1 ) 労働条件－その他　※２ 445 ( 6.8 ) 

5 労働条件－その他　※２ 332 ( 5.9 ) 退職 364 ( 5.5 ) 

6 賃金未払 307 ( 5.4 ) 賃金未払 347 ( 5.3 ) 

7 職場の人間関係 302 ( 5.3 ) 職場の人間関係 302 ( 4.6 ) 

8 有給休暇 253 ( 4.5 ) 配置転換 259 ( 3.9 ) 

9 雇用保険 230 ( 4.1 ) 社会保険 258 ( 3.9 ) 

10 社会保険 186 ( 3.3 ) 休業－その他　※３ 251 ( 3.8 ) 

女性　　　３，７９３件 男性　　　４，０７８件

 
 

※１ 労働条件の明示、労働契約内容の相違・変更（賃金カット除く）、試用期間等 

※２ 制裁処分、懲戒処分、昇格・昇進、業務上の損害賠償等 

※３ 会社の責に帰すべき事由による休業、休業手当（未払含む）、産前産後休業、生理休暇、休職に関すること等 

 

 

＜就労状況別相談件数＞ 

 

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

女性 2,338 40.8 1,550 77.3 332 64.6 708 37.1 311 24.3

男性 3,366 58.7 443 22.1 175 34.0 1,196 62.6 964 75.3

不明 26 0.5 13 0.6 7 1.4 6 0.3 5 0.4

合計 5,730 100.0 2,006 100.0 514 100.0 1,910 100.0 1,280 100.0

使用者正社員 パート・アルバイト 派遣社員 契約社員

 
 

資料出所：大阪府総合労働事務所｢平成 27 年度労働相談報告・事例集(府民からの 12,365 件の労働相談)｣ 

(平成 28 年 7 月) 

        (注) 男女別相談内容は、男女とも上位１０位までの件数を記載しているので、合計と一致しない。 

          就労状況別相談件数は、その他(無職等)があるので、合計件数と一致しない。 
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（ⅴ）女性の短時間労働者の就業状態 

大阪府の女性短時間労働者(*)の平均勤続年数を見ると、平成２７年では５．４年である。また、

平均年齢は４５．８歳、１時間当たり所定内給与額は、１，１２６円である。〔表２‐１-８〕 

これらを、女性一般労働者の労働条件と比較すると、女性一般労働者の平均値を１００とし

た場合、女性短時間労働者の平均勤続年数は女性一般労働者の６割、１時間当たり所定内給与

額は６割強となっており、平均年齢は、女性短時間労働者が女性一般労働者を上回っている。〔図

２‐１-９〕 

(*)短時間労働者：１日の所定労働時間又は１週間の労働日数が事業所における一般労働者より短い常用労働者 

 

 
表２－１－８  女性の短時間労働者の就業状態(大阪府) 

 平均年齢(歳) 
平均勤続年数

(年) 

1時間当たり所定

内給与額(円) 

所定内実労働時

間(時間) 

短時間労働者(*) ４５．８ ５．４ １，１２６ 
(１日あたりの時間) 

５．２ 

(参考) 

女性一般労働者 
３８．９ ８．９ １，６９０ 

(１月あたりの時間) 

１５８ 

 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 27 年） 

(注)女性一般労働者の１時間当たり所定内給与額は、｢月間所定内給与額÷所定内実労働時間｣で算出 

 

 

 
 

 

図２－１－９  常用女性労働者を１００とした場合の女性短時間労働者の労働条件の比較推移 

(大阪府) 

 
資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 27 年） 
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（２）多様なライフスタイルに対応した子育て支援 

 

 

大阪府における合計特殊出生率(*)は、平成２６年では１．３１であり、経年で見ると横ばい

傾向にある。 

全国の結果と比較すると、大阪府は全国平均の１．４２を下回っており、都道府県の中では

４０位である。〔図２‐２‐１〕 

図２－２－１  合計特殊出生率の推移(大阪府 全国) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料出所：厚生労働省「人口動態統計」（平成 26 年） 

 (*)合計特殊出生率：ある年の年齢別出生率が変わらないという仮定のもとで、一人の女性が生涯に平均何人の 

子どもを産むかの推計値。 
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② 子育て環境 

（ⅰ）保育環境 

大阪府における保育所等の利用児童数は平成２８年４月１日現在で６６，１６０人、待機児

童数は８０１人である。(大阪市、堺市、高槻市、東大阪市、豊中市、枚方市を除く。)  

〔図２-２-２〕 

待機児童数を利用児童数と待機児童数の合計で除した待機率は平成２８年４月１日現在では

１．２０％である。 

 

図２－２－２  保育所等定員、利用児童数、待機児童数の推移(大阪府)  

 

 
   

 資料出所：大阪府子ども室調べ（各年度４月１日現在） 

    （注）大阪市、堺市、高槻市及び東大阪市を除く。 

       平成 24 年度以降は豊中市も除く。 

       平成 26 年度以降は枚方市も除く。 
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（ⅱ）地域での子育て支援 

育児の援助を受けたい人と援助を行いたい人とが会員となり、相互に援助を行う｢ファミ

リー･サポート･センター事業｣の実施状況は、平成２７年度では３０市町３０か所である。 

また、乳児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情

報の提供、助言等を行う｢地域子育て支援拠点事業｣の実施状況は、平成２７年度は３７市町

村１８４か所である。(大阪市、堺市、豊中市、高槻市、枚方市及び東大阪市を除く)〔表２

-２-３〕 

表２－２－３  ファミリー･サポート･センター、地域子育て支援拠点事業実施状況(大阪府) 

 
 

資料出所：大阪府子ども室調べ 

(注) 大阪市、堺市、豊中市、高槻市及び東大阪市を除く。平成 26 年度以降は枚方市も除く。 

 

（ⅲ）育児休業取得 

育児休業の取得状況を見てみると、平成２５年では、大阪府では、出産した女性労働者のうち

８３．８％、配偶者が出産した男性労働者のうち１．９％が育児休業を取得しているが、いずれ

も全国平均より低い状況である。〔表２‐２-４〕                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    

表２－２－４  育児休業を取得している人の割合(大阪府 全国) 

 

(常用労働者 30 人以上規模) 
大阪府 全国 

 女性（％） 男性（％） 女性（％） 男性（％） 

Ｈ５年 － － ４８．１ ０．０２ 

Ｈ１１年 － － ５７．９ ０．５５ 

Ｈ１４年 ８１．５ ０．４ ７１．２ ０．０５ 

Ｈ１５年 － － ７３．１ ０．４４ 

Ｈ１６年 － － ７８．０ ０．４３ 

Ｈ１７年 － － ８０．２ ０．４１ 

Ｈ１８年 － － ８８．５ ０．５７ 

Ｈ１９年 － － ９２．４ ０．９２ 

Ｈ２０年 ８６．１ ０．９ ８９．０ １．２２ 

Ｈ２１年 － － ９１．２ １．０６ 

Ｈ２２年 － － ８７．６ １．４８ 

Ｈ２３年 － － ９０．１ ３．０６ 

Ｈ２４年 － － ９０．０ １．６８ 

Ｈ２５年 ８３．８ １．９ ９１．１ ２．０２ 

Ｈ２６年 － － ９１．６ １．５８ 

Ｈ２７年 － － ９１．１ ２．３０ 

資料出所：厚生労働省｢女性雇用管理基本調査｣（H18 まで）、「雇用均等基本調査」（H19 から） 

大阪府雇用推進室「基本的労働条件調査」（H14）、大阪府総合労働事務所「大阪府労働関係調査」（H20・H25） 

 ファミリー･サポート･センター 地域子育て支援拠点 

Ｈ２５ ３１市町：３１か所 ３８市町村：１９０か所 

Ｈ２６ ３０市町：３０か所 ３７市町村：１８２か所 

Ｈ２７ ３０市町：３０か所 ３７市町村：１８４か所 
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（ⅳ）夫婦の生活時間 

夫婦と子どもからなる世帯で、仕事等(注１)、家事関連(注２)に費やす時間を見ると、共働き世

帯、夫が有業で妻が無業の世帯ともに、夫の家事関連に費やす時間は増加しているが、妻に比

べて極端に短く、この傾向は、共働き世帯でも夫が有業で妻が無業の世帯でも、かわらない。〔図

２-２-５〕 

 
図２－２－５  夫婦の仕事等及び家事関連時間の推移(全国) 

     資料出所：総務省「社会生活基本調査」（平成 23 年度） 

(※) 「夫婦と子どもの世帯」の夫・妻の週全体の総平均である。 

(注１) 仕事等   ：「仕事」と「通勤・通学」の行動時間の計 

(注２) 家事関連時間：「家事」「介護･看護」「育児」「買い物」の行動時間の計 
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（ⅴ）就業時間 

男性は、３０歳代後半から４０歳代前半に最も平均週間就業時間が長い状態となっているの

に対し、女性の平均週間就業時間は２０歳代後半から４０歳代で落ち込んでおり、大きく差が

出ている。〔図２‐２-６〕 

 
図２－２－６  性別・年齢階級別平均週間就業時間(大阪府)  
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資料出所：大阪府統計課｢大阪の就業状況｣(平成 27 年) 
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（３）生涯を通じた男女の健康支援 

 

 

（ⅰ）女性の健康に関する受診者数等 

平成２６年の大阪府域における市町村実施による子宮がん及び乳がんの検診の受診率は、 

それぞれ２９．５％、２５．５％であり、増加傾向にある。〔表２-３-１〕 

 

表２－３－１  子宮がんや乳がんなどの女性特有のがんの検診受診率、患者数(大阪府) 

 

 

 

資料出所：受診率 厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」（発行：平成 28 年 3月） 

※子宮がん、乳がん検診は平成 16 年より隔年受診となるも、すぐには制度が浸透しなかったため、受診の 

算定方法が変わった平成 17 年は、一時的に受診率が上がることとなった。 

※がん対策推進基本計画に基づき、平成 25 年度からがん検診受診率算定年齢を 40 歳から 69 歳とした。 

罹患数 大阪府健康医療部「大阪府におけるがん登録 第 80 報」（発行：平成 28 年 2月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  女性の健康に関する現状 

 検診受診率(％) 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

子宮 

がん 
13.3 12.6 17.7 13.9 17.8 17.8 19.0 21.9 22.2 21.3 27.7 29.5 

乳がん 9.1 7.6 12.5 7.1 9.8 10.9 12.4 16.0 16.1 15.9 23.9 25.5 

 罹患数(人) 

H15 H16 H17 H18 Ｈ19 H20 H21 H22 H23 H24 

子宮がん 914 1,066 1,239 1,163 1,493 1,382 1,172 1,382 1,718 1,671 

乳がん 2,257 2,365 2,593 2,663 3,012 3,171 3,341 3,843 4,584 4,679 



 

- 157 - 

 

 

（ⅱ）人工妊娠中絶 

大阪府における人工妊娠中絶件数は、平成２６年度１４,４５９件で、前年度より減少してい

る。また、「２０歳未満」の件数についても、１,４７６件と減少傾向にある。 〔図２-３-２〕 

図２－３－２  年齢階級別に見た人工妊娠中絶の推移(大阪府) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：H13 まで厚生労働省｢母体保護統計報告｣  H14 から「衛生行政報告例」 

 

（ⅲ）母子保健 

母子保健関係の主要な指標を見ると、平成２７年では、出産１，０００に対し、周産期死亡率は

３．３、死産率は２１．１、出生１，０００に対し、新生児死亡率は０．６、乳児死亡率は１．８

となっている。〔図２-３-３〕 

図２－３－３  周産期死亡率、死産率、新生児・乳児死亡率の推移(大阪府) 

 
資料出所：厚生労働省「人口動態統計」（平成 27 年） 
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（単位：％）

①
法律・制度の制定や見直しを行

う

② 犯罪の取り締まりを強化する

③

女性に対する暴力を許さない社

会づくりに向けて意識啓発をす

る

④
被害者のための相談窓口や保護

施設を充実させる

⑤
加害者に対して必要なカウンセ

リングを行う

⑥ 男性相談窓口の充実

⑦
家庭や学校において男女平等に

ついての教育を充実させる

⑧
メディアが自主的に倫理規定を

強化する

⑨
過激な内容のＤＶＤやゲームソ

フト等の販売や貸出を制限する

⑩ その他

⑪ 特に対策の必要はない

⑫ 無回答
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３ セーフティネットの充実 

（１）女性の人権に対するあらゆる暴力の根絶 

 

 

女性に対する暴力をなくすために必要な取組みは、「②犯罪の取り締まりを強化する」が 55.1％で

最も高く、次いで「①法律・制度の制定や見直しを行う」が 50.8％、「⑨過激な内容のＤＶＤやゲー

ムソフト等の販売や貸出を制限する」が 49.5％となっている。 

性別でみると、男性では「②犯罪の取り締まりを強化する」が 59.6％、女性は「⑨過激な内容のＤ

ＶＤやゲームソフト等の販売や貸出を制限する」が 54.2％と高くなっている。〔図３‐１‐１〕   

図３－１－１  女性に対する暴力をなくすためにもっと取り組みが必要なこと（大阪府） 

 

問 配偶者等からの暴力、セクシュアル・ハラスメント、性暴力・性犯罪など女性に対する 

暴力をなくすために、もっと取り組みを進める必要があるのはどのようなことですか。 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 

 

①  女性の人権に関する意識 
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② 女性に対する暴力に関する相談等の状況 

（ⅰ）配偶者等からの暴力への対策 

大阪府内の配偶者暴力相談支援センター（大阪府女性相談センター、大阪府子ども家庭セン

ター６ヶ所、すいたストップＤＶステーション（H23 設置）、大阪市配偶者暴力相談支援センタ

ー（H23 設置）、堺市配偶者暴力相談支援センター（H24 設置）、枚方市配偶者暴力相談支援セン

ター「ひらかたＤＶ相談室」（H25 設置）、茨木市配偶者暴力相談支援センター（H27 設置））で

受けた配偶者等からの暴力に関する相談件数は、平成２７年度、７，２５２件であり、前年と

比べて１，０１８件増加している。〔図３-１-２〕 

図３－１－２  配偶者等の暴力に関する相談件数の推移 

 
資料出所：内閣府配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数等調査（平成 27 年度） 

 

また、大阪府女性相談センターが行った一時保護の状況は、平成２７年度、４６３件である。

主訴別に見ると、配偶者等からの暴力を原因とするものが最も多い。〔図３-１-３〕 

図３－１－３  主訴別一時保護の状況の推移(大阪府女性相談センター)  

 
資料出所：大阪府女性相談センター調べ 
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(総件数562件) 

(総件数564件) 

(総件数 463 件) 
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（ⅱ）職場におけるセクシュアル・ハラスメント相談状況 

大阪府が受けた労働者からの労働相談のうち職場におけるセクシュアル・ハラスメントを

受けたとする人からの相談件数は、平成２７年度は１６５件となっており、そのうち女性か

らの相談は１４１件と、全体の８５．５％を占めている。〔図３-１-４〕 

 

図３－１－４ 職場におけるセクシュアル・ハラスメント相談状況 

   
       資料出所：大阪府総合労働事務所「労働相談報告・事例集」 

        （注）セクシュアル・ハラスメントに関する相談のうちセクシュアル・ハラスメントを受けたとする

人からの相談件数である。 

 

（ⅲ）警察相談窓口に寄せられた相談等の状況 

平成２７年に大阪府警察相談窓口に寄せられた相談のうち、配偶者等からの暴力に関する

相談件数は８，１８５件であり、昨年と比べて増加している。また、ストーカー相談件数は

１，２５５件となっている。〔表３-１-５〕 

表３－１－５ 大阪府警察相談窓口に寄せられた相談等件数 

資料出所：大阪府警察本部調べ 
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(件) 

(年度) 

不明 

男性 

女性 

(総件数 

：399件) 

(総件数：570件) 

(総件数：494件) 
(総件数： 

412件) 

(総件数：481件) 

(総件数：315件) 

(総件数：  

 236件) 
(総件数：

215件) 

(総件数： 

209件) 
(総件数：210件) 

(総件数：244件) 

(総件数： 

175件) 

 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 

配偶者等から

の暴力に関す

る相談件数 

1,115 1,314 1,439 1,625 1,987 2,300 4,026 4,140 4,567 5,844 8,002 8,185 

ストーカー 

警告件数 
172 89 53 55 111 92 109 78 129 188 202 188 

ストーカー 

禁止命令 
2 0 0 0 3 2 2 0 0 3 3 1 

ストーカー 

相談件数 
1,517 1,319 1,087 993 1,217 1,238 1,488 1,260 1,423 1,720 1,451 1,255 

児童買春・児

童ポルノ法

違反被疑者

検挙人員 

93 77 99  130 88 106 124 138 139 152 

 

150 

 

174 

同被害少年

の数 
108  83 107 113  63 55 70 139 82 123 107 98 

売春防止法

検挙件数 
289 166 161 111 76 45 48 82 33 30 22 21 

(総件数：152 件) 

175 件) 
(総件数：165 件) 

175 件) 
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（２）様々な困難を抱える男女や高齢者、障がい者、外国人等が安心して暮らせる 

環境の整備 

 

 

（ⅰ）大阪府における高齢者人口 

大阪府における６５歳以上の高齢者人口は、平成２２年では、約１９６万３千人である。 

うち女性は約１１１万１千人であり、全体の５６．６％を占める。 

大阪府の人口を年齢階級別にみると、高齢になるほど女性が占める割合が高くなる。 

〔図３-２-１〕 

 

図３－２－１  年齢階級別人口の性別比率(大阪府) 

        

資料出所：総務省「平成 22 年国勢調査」 

 

＜参考＞ 年齢三区分別人口割合の変化(大阪府) 

       資料出所：H22 年までは、総務省「国勢調査」 

将来推計については、大阪府企画室「大阪府の将来推計人口（平成 26 年 3 月試算）」の点検について（ケース２） 
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（ⅱ）介護の現状 

国民生活基礎調査による要介護者等(*)を性別で見ると３４．３％が男性、６５．７％が女性

である。さらに、年齢階級別に見ると、６３．９％が６５歳以上の女性である。〔図３-２-２〕 

 

図３－２－２ 性別・年齢階級別要介護者等の構成割合(全国) 

 
資料出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」(平成 25 年) 

(*)「要介護者等」とは介護保険法の要支援又は要介護と認定された者をいう 

 

主な介護者と要介護者等との続柄を見ると、要介護者等と同居している家族等介護者が 

６１．６％、別居している家族等介護者が９．６％、事業者は１４．８％となっている。 

同居している主な介護者を性別に見ると、男性は３１．３％、女性は６８．７％と、女性が

介護を担う割合が高い。〔図３-２-３〕 

 

 

図３－２－３  主な介護者と要介護者等との続柄及び同別居の構成割合(全国) 

 

 

 
資料出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」(平成 25 年) 
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ひったくり認知件数 

② ひったくりの現状 

 

大阪府におけるひったくり認知件数は、平成２７年８７７件であり、年々減少している。 

〔図３‐２‐４〕 

そのうち被害者が女性の件数は７３６件であり、全体に占める割合は８３．９％である。 

なお、ひったくりの被害状況を、年代別で見ると、２０歳代の被害が最も多く、２１．４％を

占め、次いで７０歳以上２１．１％、３０歳代１４．１％となっている。 

 

図３－２－４  ひったくり認知件数の推移(大阪府)  
  

資料出所：大阪府警察本部調べ 

 ※数値については確定値となります。 
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４ 女性も男性もだれもが共感できる男女共同参画 

（１）男性、子どもにとっての男女共同参画に向けた取組の推進 

 

 

男女平等の現状認識をみると、男女とも「⑤政治の場」「⑦社会通念・慣習・しきたりなど」で、

『男性優遇』（「男性が優遇されている」と「どちらかといえば男性が優遇されている」を合わせた

割合）が特に高く、女性で 75％以上、男性で約 70％となっている。「⑧全体として」は、女性の

74.8%、男性の 63.3%が『男性優遇』と感じている。 

「平等である」と感じている割合が高かったのは「④学校教育の場」で、女性 46.6%、男性 54.8%

となっている。〔図４‐１‐１〕 

 

図４－１－１  男女平等の現状認識（大阪府） 

   問 次にあげる分野で、男女の地位はどの程度平等になっていると思いますか。あなた

のお考えに近いものを選んでください。（○はひとつずつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 

①  男女平等の現状認識 

（単位：％）

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

③
地域活動の
場で

社会通念・
慣習・
しきたりな
どで

⑤

⑥

⑦

④
学校教育の
場で

政治の場で

法律や制度
の上で

① 家庭生活で

② 職場の中で
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（単位：％）

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

5.4

4.1

7.0

40.1

38.2

42.4

20.9

21.7

20.1

32.7

35.2

29.6

0.9

0.8

1.0

どちらかといえば

そう思う
そうは思わない 無回答

どちらかといえ

ばそう思わない
そのとおりだと

思う

②  男女の役割分担に関する意識 

 

「男は仕事、女は家庭」という考え方について、『そう思う』（「そのとおりだと思う」と「どち

らかといえばそう思う」を合わせた割合）は 45.5％、『そう思わない』（「どちらかといえばそう思

わない」と「そうは思わない」を合わせた割合）は 53.6％となっており、『そう思わない』人が過

半数を超えている。 

性別にみると、『そう思う』は、女性 42.3％、男性 49.4％で、女性の方が 7.1 ポイント低くなっ

ている。〔図４-１-２〕 

 
図４－１－２  ｢男は仕事、女は家庭｣という考え方について(大阪府)  

 
問 「男は仕事、女は家庭」という考え方についてどう思いますか。（○はひとつ） 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 

 

＜参考＞ 

｢夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである｣という考え方に対する意識(全国)  

         
資料出所：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成 26 年度） 
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（単位：％）

①
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⑦ その他

⑧ わからない

⑨ 無回答
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女性が仕事に就くことへの考えは、「⑤子育ての間一時やめ、その後パートタイムで仕事を続ける方

がよい」が 29.3％で最も多く、次いで「①結婚や出産にかかわらず、仕事を続ける方がよい」が 26.2％

となっている。 

性別でみると、「③仕事を持ち、子どもができたら家事や子育てに専念する方がよい」について、男

性の方が女性より 10 ポイント近く高くなっている（女性 9.8%、男性 19.4%）。〔図４‐１‐３〕 

 

図４－１－３  女性が仕事に就くことへの考え方（大阪府） 

 

問 女性が仕事に就くことについて、あなたはどのようにお考えですか。（○はひとつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 
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（単位：％）

①
結婚や出産にかかわらず、仕事

を続ける

②
結婚するまで仕事を持ち、結婚

後は家事に専念する

③
仕事を持ち、子どもができたら

家事や子育てに専念する

④
子育ての間一時やめ、その後フ

ルタイムで仕事を続ける

⑤
子育ての間一時やめ、その後

パートタイムで仕事を続ける

⑥
仕事に就いたことはない（就く

つもりはない）

⑦ その他

⑧ わからない

⑨ 無回答
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平成26年度(N=683)

平成21年度(N=680)

平成 21 年度調査と比較すると、「③仕事を持ち、子どもができたら家事や子育てに専念する」が

1.7 ポイント増加、「⑤子育ての間一時やめ、その後パートタイムで仕事を続ける」が 1.5 ポイント

増加している。一方、「②結婚するまで仕事を持ち、結婚後は家事に専念する」は 3 ポイント減少し

ている。〔図４‐１‐４〕 

図４－１－４  実際の女性の働き方（大阪府） 

 

問 【女性】あなたの場合、実際には、次のどれにあてはまりますか。又は、どのようにされるつもりですか。 

【男性】あなたの配偶者・パートナーの場合、実際には、次のどれにあてはまりますか。又は、配偶者・

パートナーがいるとした場合、どのようにされると思いますか。（○はひとつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 21 年度、平成 26 年度) 
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生活の中で優先したいことは、〈⑦「仕事」「家庭や地域活動」「個人の生活」の３つとも大切にした

い〉が 27.9％で最も高い。次いで、〈⑤「仕事」と「個人の生活」をともに優先したい〉が 19.2％、〈③

「個人の生活」を優先したい〉が 14.2％である。 

性別でみると、〈①「仕事」を優先したい〉は男性の方が女性より 6.5 ポイント高く、〈⑦「仕事」「家

庭や地域活動」「個人の生活」の３つとも大切にしたい〉は、女性の方が男性より 8.2 ポイント高くな

っている。〔図４‐１‐５〕 

 

図４－１－５ 生活の中で優先すること：希望（大阪府） 

 

  問 あなたは、生活の中で「仕事」、「家庭や地域活動」、「個人の生活」で何を優先しますか。あ

なたの希望と現実（現状）に最も近いものをそれぞれ１つお答えください。（○はひとつ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 

   

（単位：％）

① 「仕事」を優先したい

②
「家庭や地域活動」を優先し
たい

③ 「個人の生活」を優先したい

④
「仕事」と「家庭や地域活
動」をともに優先したい

⑤
「仕事」と「個人の生活」を
ともに優先したい

⑥
「家庭や地域活動」と「個人
の生活」をともに優先したい

⑦
「仕事」「家庭や地域活動」
「個人の生活」の３つとも大
切にしたい

⑧ その他

⑨ わからない

⑩ 無回答

6.3

14.2

19.2

5.8

0.5

1.1

7.6

5.0

5.0

14.4

6.1

21.1

6.7

32.2

1.1

1.1

7.2

11.5

7.5

14.0

11.5

5.0

24.0

0.0

1.0

8.0

8.4

8.9

27.9

17.5

0 10 20 30 40

全体(N=380)

女性(N=180)

男性(N=200)



 

- 169 - 

 

（単位：％）

① 「仕事」を優先している

②
「家庭や地域活動」を優先して

いる

③ 「個人の生活」を優先している

④
「仕事」と「家庭や地域活動」

をともに優先している

⑤
「仕事」と「個人の生活」をと

もに優先している

⑥
「家庭や地域活動」と「個人の

生活」をともに優先している

⑦

「仕事」「家庭や地域活動」

「個人の生活」の３つとも大切

にしている

⑧ その他

⑨ わからない

⑩ 無回答

40.3

7.6

7.4

8.9

16.3

2.1

7.4

0.5

2.1

7.4

28.9

11.7

5.6

10.0

21.1

3.3

7.8

1.1

3.9

6.7

50.5

4.0

9.0

8.0

12.0

1.0

7.0

0.0

0.5

8.0

0 20 40 60

全体(N=380)

女性(N=180)

男性(N=200)

生活の中で現実に優先していることについてみると、女性では「『仕事』を優先している」が高く 28.9％、

次いで『仕事』と『個人の生活』をともに優先している」が 21.1％となっている。男性では「『仕事』

を優先している」が高く 50.5％、次いで「『仕事』と『個人の生活』をともに優先している」が 12.0％

となっている。男女ともに希望していることと現実の状況には大きな差がある。〔図４‐１‐６〕 

 

図４－１－６ 生活の中で優先すること：現実（大阪府） 

 

問 あなたは、生活の中で「仕事」、「家庭や地域活動」、「個人の生活」で何を優先しますか。

あなたの希望と現実（現状）に最も近いものをそれぞれ１つお答えください。（○はひと

つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 
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（単位：％）

①
男女の役割分担についての社会通念、慣

習、しきたりを改めること

②

男性が家事、子育て、介護、地域活動に

参加することについて、社会的評価を高

めること

③
夫婦、パートナーの間で家事などの分担

をするように十分話し合うこと

④
労働時間の短縮などを進め、仕事以外の

時間をより多く持てるようにすること

⑤
小さいときから男性に家事や育児に関す

る教育をすること

⑥

男性が子育てや介護、地域活動を行うた

めの、仲間（ネットワーク）作りをすす

めること

⑦

家庭や地域活動と仕事の両立などの問題

について、男性が相談しやすい窓口を設

けること

⑧ その他

⑨ 特に必要ない

⑩ 無回答

33.9

37.7

39.3

27.9

31.7

12.2

10.6

1.1

1.4

20.9

43.5

48.2

44.2

34.3

46.3

※聴取なし

※聴取なし

1.3

1.0

0.5

0 20 40 60

平成26年度(N=369)

平成21年度(N=382)

（単位：％）

①
男女の役割分担についての社会通念、慣

習、しきたりを改めること

②

男性が家事、子育て、介護、地域活動に

参加することについて、社会的評価を高

めること

③
夫婦、パートナーの間で家事などの分担

をするように十分話し合うこと

④
労働時間の短縮などを進め、仕事以外の

時間をより多く持てるようにすること

⑤
小さいときから男性に家事や育児に関す

る教育をすること

⑥

男性が子育てや介護、地域活動を行うた

めの、仲間（ネットワーク）作りをすす

めること

⑦

家庭や地域活動と仕事の両立などの問題

について、男性が相談しやすい窓口を設

けること

⑧ その他

⑨ 特に必要ない

⑩ 無回答

33.1

31.5

38.9

29.9

23.6

10.8

8.6

2.5

1.0

19.4

39.9

37.9

42.6

36.6

22.5

※聴取なし

※聴取なし

2.0

3.7

1.7

0 20 40 60

平成26年度(N=314)

平成21年度(N=298)

平成 21 年度調査と比較すると、今回調査では「無回答」が多かったことから、男女とも回答数が

減少しているが、特に、女性の「⑤小さいときから男性に家事や育児に関する教育をすること」は

14.6 ポイントと前回調査と比べて大きく減少している。〔図４‐１‐７〕 

 

図４－１－７  男性が家事･育児･介護･地域活動等に参加するために必要なこと(大阪府) 

 

問 今後、男性が家事、子育て、介護、地域活動などに積極的に参加していくためには、 

どのようなことが必要だと思いますか。（○は３つまで） 

 

＜女性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜男性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 21 年度、平成 26 年度) 
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③ 市町村における男女共同参画計画の策定状況 

 

大阪府内市町村において平成２８年４月現在、４３市町村全ての市町村で男女共同参画計画を

策定し、策定率は１００．０％となっている。 

 

都道府県名 総市町村数 策定市町村数 策定率(％) 

大 阪 府 ４３ ４３ １００．０ 

  資料出所：大阪府男女参画・府民協働課調べ（平成 28 年 4月） 

 

 

表４－１－８  市(区)町村における男女共同参画計画の策定状況（全国） 

順 位 
（策定率） 

都道府県名 総市(区)町村数 策定市(区)町村数 策定率(％) 

１ 大 阪 府 ４３ ４３ １００．０ 

１ 青 森 県 ４０ ４０ １００．０ 

１ 富 山 県 １５ １５ １００．０ 

１ 石 川 県 １９ １９ １００．０ 

１ 鳥 取 県 １９ １９ １００．０ 

１ 山 口 県 １９ １９ １００．０ 

１ 佐 賀 県 ２０ ２０ １００．０ 

１ 熊 本 県 ４５ ４５ １００．０ 

９ 埼 玉 県 ６３ ６２  ９８．４ 

１０ 茨 城 県 ４４ ４３  ９７．７ 

全 国 平 均   ７１．９ 

 
資料出所：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」 

（平成 27 年 1 月） 
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（単位：％）

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

①

結婚は個人の自

由であるから、

結婚してもしな

くてもどちらで

もよい

②

結婚しても必ず

しも子どもをも

つ必要はない

⑤

自分の娘や身近

な女性が科学者

や技師、医師な

どの職業を目ざ

すことには

抵抗がある

③

結婚してもうま

くいかないとき

は離婚すれば

よい

④

希望する夫婦は

別々の姓を

名乗っても

構わない

36.3

41.7

29.9

24.5

29.0

19.1

30.6

35.5

24.8

29.7

34.7

23.9

2.0

1.4

2.9

32.5

34.4

30.3

25.0

27.4

22.3

30.7

29.8

31.8

18.7

19.8

17.5

1.5

1.4

1.6

13.3

10.6

16.6

21.2

20.3

22.3

19.5

19.5

19.4

18.3

16.0

21.0

13.2

13.0

13.4

14.8

10.6

19.7

24.0

18.4

30.6

11.9

8.1

16.2

25.0

19.8

31.2

78.3

78.9

77.7

1.6

1.4

1.9

3.2

3.0

3.5

5.4

5.1

5.7

5.9

7.0

4.5

3.2

3.8

2.5

1.5

1.4

1.6

2.0

1.9

2.2

1.9

1.9

1.9

2.3

2.7

1.9

1.8

1.6

1.9

ある程度

そう思う
そう思わない 無回答

あまりそう

思わない
そう思う わからない

（単位：％）

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

①

結婚は個人の自

由であるから、

結婚してもしな

くてもどちらで

もよい

②

結婚しても必ず

しも子どもをも

つ必要はない

⑤

自分の娘や身近

な女性が科学者

や技師、医師な

どの職業を目ざ

すことには

抵抗がある

③

結婚してもうま

くいかないとき

は離婚すれば

よい

④

希望する夫婦は

別々の姓を

名乗っても

構わない

36.3

41.7

29.9

24.5

29.0

19.1

30.6

35.5

24.8

29.7

34.7

23.9

2.0

1.4

2.9

32.5

34.4

30.3

25.0

27.4

22.3

30.7

29.8

31.8

18.7

19.8

17.5

1.5

1.4

1.6

13.3

10.6

16.6

21.2

20.3

22.3

19.5

19.5

19.4

18.3

16.0

21.0

13.2

13.0

13.4

14.8

10.6

19.7

24.0

18.4

30.6

11.9

8.1

16.2

25.0

19.8

31.2

78.3

78.9

77.7

1.6

1.4

1.9

3.2

3.0

3.5

5.4

5.1

5.7

5.9

7.0

4.5

3.2

3.8

2.5

1.5

1.4

1.6

2.0

1.9

2.2

1.9

1.9

1.9

2.3

2.7

1.9

1.8

1.6

1.9

ある程度

そう思う
そう思わない 無回答

あまりそう

思わない
そう思う わからない

（単位：％）

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

①
生活費を

かせぐ

②

日々の家計

の管理を

する

③

日常の家事

（食事の支

度・洗濯、

掃除）

④

老親や病身

者の介護や

看護

⑦

自治会、

町内会など

地域活動へ

の参加

⑤

子どもの

教育と

しつけ、

学校行事

⑥
乳幼児の

世話

23.4

20.1

27.4

0.4

0.3

0.6

0.3

0.6

0.1

0.3

0.3

0.6

1.9

1.4

2.5

51.1

51.2

51.0

2.0

1.1

3.2

0.3

0.6

0.3

0.6

0.6

0.3

1.0

17.0

13.8

20.7

21.4

24.7

17.5

32.7

35.0

29.9

33.5

37.9

28.3

75.8

73.7

78.3

72.9

75.3

70.1

31.6

32.0

31.2

68.8

77.2

58.9

44.9

45.5

44.3

49.8

49.6

50.0

15.7

17.3

13.7

19.6

17.9

21.7

46.0

47.7

43.9

7.2

4.1

10.8

0.1

0.3

15.2

13.8

16.9

11.7

8.4

15.6

2.0

2.7

1.3

3.1

3.3

2.9

18.9

17.9

20.1

0.7

0.5

1.0

3.2

3.3

3.2

3.4

3.5

3.2

3.5

3.5

3.5

5.1

5.7

4.5

2.3

2.4

2.2

2.0

1.6

2.5

3.5

2.4

4.8

0.7

0.5

1.0

1.3

0.8

1.9

0.9

0.5

1.3

0.9

0.5

1.3

1.2

0.8

1.6

1.5

0.8

2.2

0.9

0.5

1.3

無回答
主に

女性の役割

どちらかと

いえば

男性の役割

どちらかと

いえば

女性の役割

両方同じ

程度の役割

主に

男性の役割

いずれにも

該当しない

（単位：％）

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

①
生活費を

かせぐ

②

日々の家計

の管理を

する

③

日常の家事

（食事の支

度・洗濯、

掃除）

④

老親や病身

者の介護や

看護

⑦

自治会、

町内会など

地域活動へ

の参加

⑤

子どもの

教育と

しつけ、

学校行事

⑥
乳幼児の

世話

23.4

20.1

27.4

0.4

0.3

0.6

0.3

0.6

0.1

0.3

0.3

0.6

1.9

1.4

2.5

51.1

51.2

51.0

2.0

1.1

3.2

0.3

0.6

0.3

0.6

0.6

0.3

1.0

17.0

13.8

20.7

21.4

24.7

17.5

32.7

35.0

29.9

33.5

37.9

28.3

75.8

73.7

78.3

72.9

75.3

70.1

31.6

32.0

31.2

68.8

77.2

58.9

44.9

45.5

44.3

49.8

49.6

50.0

15.7

17.3

13.7

19.6

17.9

21.7

46.0

47.7

43.9

7.2

4.1

10.8

0.1

0.3

15.2

13.8

16.9

11.7

8.4

15.6

2.0

2.7

1.3

3.1

3.3

2.9

18.9

17.9

20.1

0.7

0.5

1.0

3.2

3.3

3.2

3.4

3.5

3.2

3.5

3.5

3.5

5.1

5.7

4.5

2.3

2.4

2.2

2.0

1.6

2.5

3.5

2.4

4.8

0.7

0.5

1.0

1.3

0.8

1.9

0.9

0.5

1.3

0.9

0.5

1.3

1.2

0.8

1.6

1.5

0.8

2.2

0.9

0.5

1.3

無回答
主に

女性の役割

どちらかと

いえば

男性の役割

どちらかと

いえば

女性の役割

両方同じ

程度の役割

主に

男性の役割

いずれにも

該当しない

④ 子どもの将来にかかる意識 

 

 結婚、離婚に関する考え方のうち、子どもの将来については「自分の娘や身近な女性が科学者や技

師、医師などの職業をめざすことには抵抗がある」は、全体で３．５％となっている。〔図 4-1-9〕 

  
図４－１－9  結婚、離婚に対する考え方（大阪府） 

 

問 次にあげることがらについて、どのように思いますか。 

あなたのお考えに近いものを選んでください。（○はひとつずつ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 

 

 

 

 

図４－１－１0  家庭の仕事の役割分担（大阪府） 

 

問 次のことがらについて、主に男性、女性のどちらが担う方がよいと思いますか。 

あなたのお考えに近いものを選んでください。（○はひとつずつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 
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⑤ 進学の現状 

大阪府における４年制大学への進学率は、男女とも前年度より減少しているが、女性の進学率

は、男性より６．８％低くなっている。〔図 4－1－11〕 

 

 

図４－１－１１  高等教育機関への進学率の推移(大阪府) 

 
 

資料出所：文部科学省｢学校基本調査｣をもとに、大阪府男女参画・府民協働課で作成 

(注)大学院等への進学は、大学を卒業後、大学の学部・短期大学へ進学した者等も含む。 
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平成２７年度の大阪府内大学における学部学科別生徒数の割合の上位は、女性が、社会科学、

人文科学であるのに対し、男性は、社会科学、工学となっている。〔図４－１－１２〕 

 

図４－１－１２ 大阪府内大学における学部学科別生徒数  

 
 

資料出所：大阪府統計課「大阪の学校統計」(平成 27 年度) 

（注）「その他」は、人間科学部、理工学部（城）（群）、国際コミュニケーション学部、システム理工学部、

学芸学部等。 

「保健」は、薬学部、医学部、看護学部、保健医療学部、歯学部等。 
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メディアにおける性・暴力表現について、『そう思う』（「そのとおりだと思う」と「どちらかと

いえばそう思う」を合わせた割合）が最も高いのは「⑤性・暴力表現を望まない人や子どもの目

に触れないような配慮が足りない」で 62.6％となっている。〔図 4-1-13〕 

 

図４－１－１３ メディアにおける性・暴力表現(大阪府) 

 

問 テレビ、新聞、雑誌、インターネットなどメディアにおける性・暴力表現について、 

あなたはどのように思いますか。（○はひとつずつ）   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 

 

 

 

 

 

⑥ 表現等に関する意識 
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Ⅲ 大阪府の男女共同参画の状況を見るための基本的な指標 

 

＜基本的な指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府 民 意 識 
〇男女平等の現状認識(社会全体) (社会通念・慣習・しきたり) 

〇好ましい女性の生き方について(大阪府) 

〇子どもに受けさせたい教育程度(大阪府) 

社 会 参 画 

〇審議会等における女性委員の登用状況の推移 

〇大阪府における知事部局の女性役職者比率の推移 

〇地方議会における女性議員の割合の推移（女性立候補者

の割合の推移） 

〇学校における管理職に占める女性の登用状況 

〇女性の管理職比率（雇用者のうち「管理的職業従事者」

に占める割合） 

〇団体等における女性の登用状況（自治会長に占める女性

の割合等） 

社 会 環 境 

〇職場における男女の平等感 

〇雇用形態別有業者数 

〇年齢階級別女性の潜在的就業率 

〇待機児童数等の推移 

〇育児休業を取得している人の割合 

〇年次有給休暇の取得率 

〇性別・年齢階級別平均週間就業時間 

〇６歳未満の子どもを持つ夫の育児・家事関連時間 

〇男性が家事・育児・介護・地域活動等に参加するため

に必要なこと 

〇高等教育機関への男女別進学率 

〇府内大学の理工系学部（※理学、工学分野）の女子学

生の割合 

〇女性の人権が尊重されていないと感じること 
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１．審議会等における女性委員の登用状況の推移(大阪府) 

 
資料出所：大阪府男女参画・府民協働課調べ（各年 4 月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 大阪府における知事部局の女性職員・役職者比率の推移 

  
 

資料出所：大阪府人事局調べ(各年 5月 1日現在)  

(注)役職者は、主査(係長)級以上の職。平成 18 年度の全職種で女性割合が大きく減少しているのは、独立行

政法人化に伴い病院職員を除外したためである。 
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３．地方議会における女性議員の割合の推移(大阪府) 
            

 
資料出所：大阪府男女参画・府民協働課調べ（H13 は 6 月 1 日現在、H14 からは 4 月 1 日現在） 

 

 

 

 

４．学校における管理職に占める女性の登用状況(大阪府)  
 

 
 

資料出所：大阪府統計課「大阪の学校統計」(平成 27 年度) 

(注)小中学校は大阪市、堺市を除く。 管理職とは、校長と教頭の計 
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千人 

 

 

 

 

１．職場における男女の平等感(大阪府) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度)  

 

２．従業上の地位、雇用形態別有業者数(大阪府) 

       
資料出所：総務省「就業構造基本調査」 
(＊)非正規就業者は、パート、アルバイト、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員・嘱託、その他の合計 

 

３．保育所等定員、利用児童数、待機児童数の推移(大阪府)  
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⑧ 全体として

13.5

16.3

10.2

18.6

23.8

12.4

8.1

10.3

5.4

3.7

4.9

2.2

37.3

45.8

27.4

15.7

20.3

10.2

26.5

35.0

16.6

16.0

20.1

11.1

37.6

42.8

31.5

37.3

35.2

39.8

27.2

29.5

24.5

14.3

17.6

10.5

35.9

29.8

43.0

30.2

32.8

27.1

47.9

43.4

53.2

53.6

54.7

52.2

33.2

24.7

43.3

21.4

17.3

26.1

37.3

31.4

44.3

50.4

46.6

54.8

9.4

5.7

13.7

28.7

21.1

37.6

11.4

6.8

16.9

17.4

11.7

24.2

7.0

6.2

8.0

5.3

4.1

6.7

4.8

3.5

6.4

4.1

3.0

5.4

1.3

2.5

6.4

3.8

9.6

1.9

0.8

3.2

2.0

1.1

3.2

1.9

2.2

1.9

1.2

2.2

5.3

6.2

4.1

8.5

10.3

6.4

17.0

19.2

14.3

20.4

20.9

19.7

10.0

11.1

8.6

12.7

15.7

9.2

6.7

8.1

5.1

7.0

8.4

5.4

7.5

8.4

6.4

4.5

5.7

3.2

6.9

7.0

6.7

5.9

7.3

4.1

5.1

6.0

4.1

5.0

6.0

3.8

3.4

3.8

2.9

0.3

1.3

0.6

1.5

0.8

1.0

0.3

0.3

0.6

0.3

0.6

0.3

0.6

1.3

0.6

0.3

1.0

2.0

1.9

2.2

無回答
女性が優遇さ
れている

どちらかとい
えば男性が優
遇されている

どちらかとい
えば女性が優
遇されている

平等である男性が優遇
されている

わからない



 

- 180 - 

 

４．年齢階級別女性の潜在的就業率(大阪府) 

 
資料出所：総務省｢就業構造基本調査｣(平成 24 年) 

  (注)潜在的就業率＝(就業者数(年齢階級別)＋就業希望者数(年齢階級別))／15 歳以上人口(年齢階級別) 

 

５．育児休業を取得している人の割合  

 

(常用労働者 30 人以上規模) 
大阪府 全国 

 女性（％） 男性（％） 女性（％） 男性（％） 

Ｈ５年 － － ４８．１ ０．０２ 

Ｈ１１年 － － ５７．９ ０．５５ 

Ｈ１４年 ８１．５ ０．４ ７１．２ ０．０５ 

Ｈ１５年 － － ７３．１ ０．４４ 

Ｈ１６年 － － ７８．０ ０．４３ 

Ｈ１７年 － － ８０．２ ０．４１ 

Ｈ１８年 － － ８８．５ ０．５７ 

Ｈ１９年 － － ９２．４ ０．９２ 

Ｈ２０年 ８６．１ ０．９ ８９．０ １．２２ 

Ｈ２１年 － － ９１．２ １．０６ 

Ｈ２２年 － － ８７．６ １．４８ 

Ｈ２３年 － － ９０．１ ３．０６ 

Ｈ２４年   ９０．０ １．６８ 

Ｈ２５年 ８３．８ １．９ ９１．１ ２．０２ 

Ｈ２６年 － － ９１．６ １．５８ 

Ｈ２７年 － － ９１．１ ２．３０ 

資料出所：厚生労働省｢女性雇用管理基本調査｣（～H18）、「雇用均等基本調査」（H19～） 

大阪府雇用推進室「基本的労働条件調査」（H14）大阪府総合労働事務所「大阪府労働関係調査」（Ｈ20・Ｈ25） 

 

６．性別・年齢階級別平均週間就業時間(大阪府) 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

15～24 25～34 35～44 45～54 55～64 65歳以上

平均週間就業時間（女性）

平均週間就業時間（男性）

平均週間就業時間（全体）

（時間）

 
資料出所：大阪府統計課｢大阪の就業状況｣(平成 25 年) 

就業率 

就業希望率 

潜在的就業率 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75歳以上 

(%) 
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（単位：％）

①
男女の役割分担についての社会通念、慣

習、しきたりを改めること

②

男性が家事、子育て、介護、地域活動に

参加することについて、社会的評価を高

めること

③
夫婦、パートナーの間で家事などの分担

をするように十分話し合うこと

④
労働時間の短縮などを進め、仕事以外の

時間をより多く持てるようにすること

⑤
小さいときから男性に家事や育児に関す

る教育をすること

⑥

男性が子育てや介護、地域活動を行うた

めの、仲間（ネットワーク）作りをすす

めること

⑦

家庭や地域活動と仕事の両立などの問題

について、男性が相談しやすい窓口を設

けること

⑧ その他

⑨ 特に必要ない

⑩ 無回答

33.9

37.7

39.3

27.9

31.7

12.2

10.6

1.1

1.4

20.9

43.5

48.2

44.2

34.3

46.3

※聴取なし

※聴取なし

1.3

1.0

0.5

0 20 40 60

平成26年度(N=369)

平成21年度(N=382)

（単位：％）

①
男女の役割分担についての社会通念、慣

習、しきたりを改めること

②

男性が家事、子育て、介護、地域活動に

参加することについて、社会的評価を高

めること

③
夫婦、パートナーの間で家事などの分担

をするように十分話し合うこと

④
労働時間の短縮などを進め、仕事以外の

時間をより多く持てるようにすること

⑤
小さいときから男性に家事や育児に関す

る教育をすること

⑥

男性が子育てや介護、地域活動を行うた

めの、仲間（ネットワーク）作りをすす

めること

⑦

家庭や地域活動と仕事の両立などの問題

について、男性が相談しやすい窓口を設

けること

⑧ その他

⑨ 特に必要ない

⑩ 無回答

33.1

31.5

38.9

29.9

23.6

10.8

8.6

2.5

1.0

19.4

39.9

37.9

42.6

36.6

22.5

※聴取なし

※聴取なし

2.0

3.7

1.7

0 20 40 60

平成26年度(N=314)

平成21年度(N=298)

７．男性が家事･育児･介護･地域活動などに参加するために必要なこと(大阪府) 
 

問．今後、男性が家事、子育て、介護、地域活動などに積極的に参加していくためには、どのよ

うなことが必要だと思いますか。（○は３つまで） 
 

 

＜女性＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
＜男性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※前回（平成 21 年度）調査は今回（平成 26 年度）調査と選択肢が異なる 

 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 16 年度、平成２１年度) 

       大阪府「男女協働社会の実現をめざす府民意識調査」(平成 1１年度) 
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（単位：％）

①
法律・制度の制定や見直しを行

う

② 犯罪の取り締まりを強化する

③

女性に対する暴力を許さない社

会づくりに向けて意識啓発をす

る

④
被害者のための相談窓口や保護

施設を充実させる

⑤
加害者に対して必要なカウンセ

リングを行う

⑥ 男性相談窓口の充実

⑦
家庭や学校において男女平等に

ついての教育を充実させる

⑧
メディアが自主的に倫理規定を

強化する

⑨
過激な内容のＤＶＤやゲームソ

フト等の販売や貸出を制限する

⑩ その他

⑪ 特に対策の必要はない

⑫ 無回答

50.8

55.1

45.8

47.9

30.7

8.8

29.9

20.6

49.5

2.5

1.0

5.0

48.8

51.2

48.2

49.6

33.3

8.4

31.4

16.0

54.2

1.1

0.8

6.0

53.2

59.6

43.0

45.9

27.7

9.2

28.0

26.1

43.9

4.1

1.3

3.8

0 20 40 60 80

全体(N=683)

女性(N=369)

男性(N=314)

８．女性の人権が尊重されていないと感じること（大阪府） 

 

問．配偶者等からの暴力、セクシュアル・ハラスメント、性暴力・性犯罪など女性に対す

る暴力をなくすために、もっと取り組みを進める必要があるのはどのようなことです

か。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 
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１． 男女平等の現状認識 (社会通念･慣習・しきたり)  (大阪府) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 

 

 

２． 女性が仕事に就くことへの考え (大阪府) 

  
 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 26 年度) 

 

 

３． 子どもに受けさせたい教育程度(大阪府) 

                       
 

資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」(平成 21 年度) 

 

 

 

 

3.8 

3.5 

19.4 

9.8 

15.6 

14.4 

25.5 

32.5 

24.5 

27.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

男

性 

女

性 

(%) 

①退職型(結婚退職) ②退職型(出産退職) ③再就職型(フルタイム) 
④再就職型(パート) ⑤継続就労型(結婚･出産後) その他 

〔退職型〕 〔再就職型〕 〔継続就労型〕 

0.1  

0.1  

7.9  

11.3  

3.8  

6.0  

2.8  

19.0  

78.6  

56.4  

2.4  

2.2  

4.3  

4.9  

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

男の子 

女の子 

(%) 

中学校        高等学校       
専門・専修学校    短期大学・高等専門学校          
大学・大学院     その他        
無回答        

〔短大・高等専門学校〕 〔大学・大学院〕 

府 民 意 識 

（単位：％）

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

③
地域活動の
場で

社会通念・
慣習・
しきたりな
どで

⑤

⑥

⑦

④
学校教育の
場で

政治の場で

法律や制度
の上で

① 家庭生活で

② 職場の中で

⑧ 全体として

13.5

16.3

10.2

18.6

23.8

12.4

8.1

10.3

5.4

3.7

4.9

2.2

37.3

45.8

27.4

15.7

20.3

10.2

26.5

35.0

16.6

16.0

20.1

11.1

37.6

42.8

31.5

37.3

35.2

39.8

27.2

29.5

24.5

14.3

17.6

10.5

35.9

29.8

43.0

30.2

32.8

27.1

47.9

43.4

53.2

53.6

54.7

52.2

33.2

24.7

43.3

21.4

17.3

26.1

37.3

31.4

44.3

50.4

46.6

54.8

9.4

5.7

13.7

28.7

21.1

37.6

11.4

6.8

16.9

17.4

11.7

24.2

7.0

6.2

8.0

5.3

4.1

6.7

4.8

3.5

6.4

4.1

3.0

5.4

1.3

2.5

6.4

3.8

9.6

1.9

0.8

3.2

2.0

1.1

3.2

1.9

2.2

1.9

1.2

2.2

5.3

6.2

4.1

8.5

10.3

6.4

17.0

19.2

14.3

20.4

20.9

19.7

10.0

11.1

8.6

12.7

15.7

9.2

6.7

8.1

5.1

7.0

8.4

5.4

7.5

8.4

6.4

4.5

5.7

3.2

6.9

7.0

6.7

5.9

7.3

4.1

5.1

6.0

4.1

5.0

6.0

3.8

3.4

3.8

2.9

0.3

1.3

0.6

1.5

0.8

1.0

0.3

0.3

0.6

0.3

0.6

0.3

0.6

1.3

0.6

0.3

1.0

2.0

1.9

2.2

無回答
女性が優遇さ
れている

どちらかとい
えば男性が優
遇されている

どちらかとい
えば女性が優
遇されている

平等である男性が優遇
されている

わからない

（単位：％）

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

全体 (N=683)

女性 (N=369)

男性 (N=314)

③
地域活動の
場で

社会通念・
慣習・
しきたりな
どで

⑤

⑥

⑦

④
学校教育の
場で

政治の場で

法律や制度
の上で

① 家庭生活で

② 職場の中で

⑧ 全体として

13.5

16.3

10.2

18.6

23.8

12.4

8.1

10.3

5.4

3.7

4.9

2.2

37.3

45.8

27.4

15.7

20.3

10.2

26.5

35.0

16.6

16.0

20.1

11.1

37.6

42.8

31.5

37.3

35.2

39.8

27.2

29.5

24.5

14.3

17.6

10.5

35.9

29.8

43.0

30.2

32.8

27.1

47.9

43.4

53.2

53.6

54.7

52.2

33.2

24.7

43.3

21.4

17.3

26.1

37.3

31.4

44.3

50.4

46.6

54.8

9.4

5.7

13.7

28.7

21.1

37.6

11.4

6.8

16.9

17.4

11.7

24.2

7.0

6.2

8.0

5.3

4.1

6.7

4.8

3.5

6.4

4.1

3.0

5.4

1.3

2.5

6.4

3.8

9.6

1.9

0.8

3.2

2.0

1.1

3.2

1.9

2.2

1.9

1.2

2.2

5.3

6.2

4.1

8.5

10.3

6.4

17.0

19.2

14.3

20.4

20.9

19.7

10.0

11.1

8.6

12.7

15.7

9.2

6.7

8.1

5.1

7.0

8.4

5.4

7.5

8.4

6.4

4.5

5.7

3.2

6.9

7.0

6.7

5.9

7.3

4.1

5.1

6.0

4.1

5.0

6.0

3.8

3.4

3.8

2.9

0.3

1.3

0.6

1.5

0.8

1.0

0.3

0.3

0.6

0.3

0.6

0.3

0.6

1.3

0.6

0.3

1.0

2.0

1.9

2.2

無回答
女性が優遇さ
れている

どちらかとい
えば男性が優
遇されている

どちらかとい
えば女性が優
遇されている

平等である男性が優遇
されている

わからない
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数 値 目 標 

 

■府民の意識及び行動等に関する指標（アウトカム指標） 

指 標 名 現状値 目標値（H27） 

社会での女性の活躍が以前より進んだ

と思う府民の割合 

70.8％ 

（Ｈ26） 
100% 

男女ともに働き続けやすいまちだと思

う府民の割合 

46.9％ 

（Ｈ26） 
50％以上 

夫婦間における「平手で打つ」「なぐ

るふりをして、おどす」を暴力として

認識する府民の割合 

69.3％（Ｈ26） 

（平手で打つ） 

63.0％（Ｈ26） 

（なぐるふりをして、おど

す） 

100% 

男性の子育て・介護への参画が以前よ

り進んだと思う府民の割合 

71.1％（H26） 

（子育てへの参画） 

44.7％（H26） 

（介護への参画） 

50％以上 

地域活動が以前よりも活発化している

と思う府民の割合 

30.5% 

（Ｈ26） 
50％以上 

「女子差別撤廃条約」の周知度 
39.1％ 

（Ｈ26） 
50％以上 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）」の周知度 

43.6％ 

（Ｈ26） 
50％以上 

配偶者暴力相談支援センターの周知度 
16.4% 

（Ｈ26） 
50% 

「男女共同参画社会」の周知度 
54.8% 

（Ｈ26） 
100% 

ひったくり発生件数  

認知件数877件（Ｈ27年中） 

女性 83.9％ 

男性 16.1％ 

全国ワースト 

返上の持続 

自殺死亡者  
1,386 人 

（Ｈ26） 

1,500 人以下 

（Ｈ28） 

妊娠 11 週以下での妊娠の届出率  
94.0% 

（Ｈ27） 
100% 

乳がん・子宮がん検診受診率  
乳がん 25.5%（Ｈ26） 

子宮がん 29.5%（Ｈ26） 

乳がん 40%（Ｈ29） 

子宮がん 35%（Ｈ29） 

食育に関心を持っている府民の割合  
89% 

（Ｈ22） 

95% 

（Ｈ28） 

（注）現状値のないものについては、現状値を把握した時点で目標値を見直すことがあり

ます。 
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■施策の推進に関する指標（アウトプット指標） 

指 標 名 現状値 目標値（H27） 

府における審議会等の女性委員の割合 
29.8% 

（Ｈ27.4.1） 
40％以上 60％以下（※１） 

府における 10 名以上の所属への女性職

員配置率（※２）  

94.8% 

（Ｈ28） 

100％ 

（－） 

府営公園のバリアフリー化  
38% 

（Ｈ27 末） 

46% 

（Ｈ26 末） 

「男女いきいき・元気宣言」事業者制度

への登録企業数 

281 社 

(Ｈ27.3） 
300 社 

保育所入所待機児童がいない市町村数

（※4）  

22 市町村 

（Ｈ27.4.1） 

39 市町村 

（Ｈ26） 

通常保育事業（保育所入所児童枠）（幼

保連携型認定こども園含む）（※３） 

79,563 人 

（Ｈ27） 

75,038 人 

（Ｈ26） 

放課後児童健全育成事業（クラブ数）（※

３）  

751 クラブ 

（Ｈ27） 

711 クラブ 

（Ｈ26） 

放課後子ども教室の実施（※４） 401/433 小学校区（Ｈ27） 全小学校区（Ｈ29） 

病児保育事業    （病児対応型） 

  （病後児対応型） 

（体調不良児対応型） 

40 か所（Ｈ27）  

47 か所（Ｈ27）  

243 か所（Ｈ27）    

17 か所（Ｈ26） 

38 か所（Ｈ26） 

197 か所（Ｈ26） 

週 5 日以上預かり保育事業に取り組む 

幼稚園  

315 園 

      （H27）（※5） 

410 園 

（Ｈ26） 

預かり保育延長推進（５時間以上）に取

り組む幼稚園  

182 園 

   （H27）（※5） 

173 園 

（Ｈ26） 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本計画策定市町村数 

36 市町村 

（Ｈ27.4） 
30 市町村 

市町村における配偶者暴力相談支援セン

ター数 

5 箇所 

（H28.4） 
6 箇所 

府立公立高等学校（全日制）におけるイ

ンターンシップの実施状況  

70.3％ 

（Ｈ26） 

＊平成 27 年度の数値は

平成 28 年 11 月に 

公表の予定 

全国平均以上 

（Ｈ27） 

府における男性職員の「育児参加休暇」

取得者率  

62.3％ 

（Ｈ27） 

70% 

（Ｈ32 年度末） 

※１ 男女いずれか一方の委員が４割未満とならない状態をめざします。 

※２ 一般行政部門を対象、警察除く。 

※３ 大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く。 

※４ 政令市、中核市を除く。 

※５ 子ども・子育て支援新制度により認定こども園に移行した幼稚園については、現状値に含めていない。 
 


